
　「遺言はいらない」と思っていませんか？「うちは仲がい

いから」「財産が多くないから」といった理由を話す人に詳

しく聞くと、遺言が必要なことは少なくありません。「遺言

は必要だけれど、そのうち」と思いつつ、突然、万一の時が来

てしまうこともあります。今回の「基礎からわかる」は、本人

にとっても、家族にとっても大切な遺言です。

　自筆で全文を書く遺言書

の方式です。代筆してもら

ったり、パソコンで打った

りしたものは無効です。

　遺言書に添付する財産目

録はパソコンで打ってもか

まいません。各ページに署

名・押印します。

　自筆証書遺言のメリット

は、なによりも、手間と費

用がかからないこと。内容

をほかの人に知られること

もありません。

　しかし、法律で定められ

た形式になっておらず無効

になるリスクがあります。

紛失も心配です。また、家庭

裁判所の検認が必要です。

　①財産に関する資料を集

める　固定資産税納税通知

書、通帳、車検証など財産に

関する資料を収集します。

財産を一覧表にすると、遺

言を書きやすくなります

し、相続人も助かります。

　②相続人、受遺者、遺言執

行者の資料を集める

　自分の法定相続人を確認

します。配偶者は必ず相続

人になります。そのほかは

相続する順番があります。

順位は①子供②父母③兄弟

姉妹です。子供がいるとき

は子供が、子供がいない場

合は父母が、子供がおらず

父母が亡くなっているとき

は兄弟姉妹が相続人になり

ます。内縁関係の場合は法

定相続人になりません。

　資料として、相続人、受遺

者、遺言執行者の氏名、住

所、生年月日などを確認で

きる書類を収集します。

　③文案を作る　自筆証書

遺言の書き方にはルールが

ありますが、書式は決まっ

ていません。財産の分け方

などを順番に書いていき、

最後に、日付と自分の名前、

住所（印鑑証明書通り）、生

年月日を書きます。

　不動産は登記事項証明書

通りの所在、地番、家屋番号

などを、預貯金は、銀行名、

支店名、種別、口座番号など

を記載します。

　相続人は続柄、生年月日

を記載します。親族以外の

受遺者については住所・生

年月日、遺言執行者は住所、

生年月日、職業を記します。

　④清書する　文案を清書

します。紙やペンについて

は定めがありません。破損

しにくい紙、消えにくいペ

ンを選びましょう。

　間違えたら、書き直すこ

とをお勧めします。訂正に

は細かい規則があり、間違

えると無効になります。

　署名の横に押す印鑑は認

印でも法律的には有効です

が、遺言書の証明力を高め

るために実印を押して印鑑

証明書をつけた方がいいで

しょう。

　遺言書を入れる封筒の表

面には、「遺言書在中」と書

き、裏には、遺言書と同じ日

付、氏名などを書き、遺言書

と同じ印で封印します。こ

のほか、検認についての説

明を書く場合が多いです。

　⑤保管する　同居してい

る他の人があまり手をつけ

ないところに保管します。

金庫、自室の机やタンスの

引き出しなどです。

　保管場所は、遺言執行者

や信頼できる相続人などに

伝えておきます。伝えてお

かないと、発見されないこ

とがあります。

　遺言書は、自分の財産の使い方

についての意思表明です。自分の

分身となって家族を導いてくれま

す。遺言書がないと、家族は気が

重く骨の折れる遺産分割をしなけ

ればなりません。これは財産の大

きさや家族仲にかかわりません。

　様々なケースで遺言書はあった

方がいいものです。まとめて言う

と、遺産を法律で定められた割合

（法定相続分）で分けにくい時、分

けない方がいい時、家族に遺産分

割の負担をかけたくない時、相続

人ではない人に財産を渡したい時

は、遺言書が必要です。主要な１０

の例を右の表にまとめました。

　具体的には▽配偶者が住み続け

たいと願っている不動産が財産の

大半を占めている▽贈与を受けて

いる人がいる▽事業を引き継ぐ人

に事業の基礎となる資産を渡した

い▽認知症の人がいて遺産分割協

議ができない▽子供がおらず配偶

者に全財産を渡したい▽面倒をみ

てくれた嫁や親族に財産を贈りた

い――などのケースがあります。

　遺言書が不要なのは、相続人が

１人の場合や、法定相続分通りに

簡単に分けることができる場合な

どに限られます。
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　令和２年７月から、自筆

証書遺言を書いて持ってい

くと、法務局で保管してく

れるようになりました。こ

の制度によって▽紛失しや

すい▽検認が必要－－とい

った自筆証書遺言の難点の

一部が解消されました。

　保管の申請先は、遺言者

の住所地などを管轄する法

務局です。遺言者本人が出

向いて申請しなければなり

ません。マイナンバーカー

ドなど顔写真つきの身分証

明書の提示が必要です。手

数料は3900円です。

　様式について、通常の自

筆証書遺言に求められない

ルールが、法務省令で定め

られています。遺言書の用

紙はA４、周囲に余白を取ら

なくてはなりません。スキ

ャナで読み取るため、ホチ

キスなどでとじず、封筒に

入れないようにします。

　法務局では、遺言書の内

容に関する質問や相談には

一切応じてもらえません。

遺言書をチェックしてくれ

ますが、これは民法に定め

る自筆証書遺言の形式通り

になっているか調べるもの

で、内容まで審査してくれ

るわけではありません。

　遺言者の生前、相続人は

遺言書を見ることはできま

せん。亡くなった後に、法務

局で遺言を閲覧したり、写

し（遺言書情報証明書）の交

付を受けたりすることがで

きます。遺言書情報証明書

は、銀行などでの相続手続

きで使えます。

　亡くなった時に、遺言書

が保管されていることを相

続人らのうちの１人に通知

してもらうこともできま

す。通知対象者は保管申請

時に指定しておきます。

　自分で考え、自分で作る

のが自筆証書遺言でした。

公正証書遺言は自分で考

え、公証人と相談し、公証

人が作ります。

　公正証書遺言は、法律の

専門家である公証人が形式

面をチェックし、内容につ

いてもアドバイスしてくれ

るため、安全で確実な方法

です。遺言書の原本が公証

役場に保存され、偽造、変

造の心配もありませんし、

家庭裁判所の検認も必要あ

りません。

　一方、公正証書遺言の作

成には、公証役場に払う手

数料が必要です。通常、５

万円から10万円くらいにな

ります。また、作成には証

人２人の立会いが必要で

す。相続人らは証人になる

ことができませんので、そ

れ以外の人を探します。

　一般的な作成の流れとし

ては、まず、遺言したい内

容をメモ書きにします。

　メモには、どんな財産を

持っているのか、だれに・

何を・どのような割合であ

げたいのか記します。

　次に公証役場に連絡し遺

言書の作成を依頼します。

そして、公証役場を訪問し

て遺言したい内容を公証人

に伝え、必要な資料を渡し

ます。郵便やメールで送る

こともできます。

　必要資料としては、不動

産の登記事項証明書、預貯

金の通帳のコピー、印鑑登

録証明書などがあります。

　これらを基に公証人が遺

言書案を作ってくれますの

で、直してほしい所があれ

ば修正を要請します。案が

確定したら、日時を決めて、

公証役場を訪れるなどし、

証人とともに署名押印し遺

言公正証書が完成です。

　原本のほかに正本と謄本

が作られ、正本・謄本は遺

言者に渡されます。正本は、

相続手続きに使えますので

遺言執行者が保管し、謄本

を遺言者が保管するといい

でしょう。

　遺言者に代わって遺言の

内容を実現する人を遺言執

行者といいます。強い権限

をもって、不動産登記、預

金の解約などを行います。

　遺言執行者には、相続人

や専門家などを指定しま

す。指定していないときは、

家庭裁判所に選任してもら

うことができます。

　遺言執行者に就任する

と、相続人に遺言の内容を

通知し、財産目録を作成し

て相続人に交付します。そ

して、遺言内容通りに財産

を分配していきます。

　遺留分は、法律で相続人

に保証された最低限の取り

分です。遺留分を侵害され

た相続人は、侵害された額

に相当する金銭の支払いを

請求する権利があります。

　遺留分を侵害する遺言

は、家族がもめる元になり

ますので、できるだけ避け

た方がいいでしょう。

　配偶者と子供が相続人の

場合は、遺産の２分の１が

相続人全体の遺留分になり

ます。これに法定相続分の

割合を掛けたものが各相続

人の遺留分です。兄弟姉妹

には遺留分はありません。

　遺留分を算定する基礎と

なる財産には、遺贈や相続

開始前１０年間の贈与など

を含めます。

　検認は、遺言書の内容を

確認して、偽造・変造を防

止する手続きです。内容確

認は、家庭裁判所の職員、

相続人が立ち合って行いま

す。これは保全手続きです

ので、遺言書の有効・無効

を判断しません。

　自分で保管する自筆証書

遺言を執行するには、家庭

裁判所が発行する「検認済

証明書」が必要です。検認

を受けずに執行したり、裁

判所の外で遺言書を開封し

たりした場合は５万円以下

の過料に処せられます。

　家族や財産の状況が変化

したり、自分の気持ちが変

わったりしたとき、遺言書

はいつでも撤回できます。

　新しい遺言書を作り「〇

日付の遺言を全部撤回す

る」と書き、改めて遺言しま

す。公正証書遺言を自筆証

書遺言で、自筆証書遺言を

公正証書遺言で撤回するこ

ともできます。

　自筆証書遺言なら、破っ

て捨ててしまえば撤回した

ことになります。公正証書

遺言は、手元にある正本を

破棄しても、原本が公証役

場に保管されているので、

撤回したことになりませ

ん。上記のように、新たな

遺言書を作るか、公証役場

で撤回の申述をします。


